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5月号のおもな内容
●予算市会常任委員会での
　論議Q&A
●大阪市及び大阪府における
一体的な行政運営の推進に
関する条例案を可決　など

予算市会
常任委員会での論議 &議員の 市のQ A
委員会で行われた議員の質問と市の回答の一部をご紹介します。

　大阪市会は、２・３月市会（定例会第１回）を２月１０日から３月２６日まで開き、
おもに、市長から提案された令和３年度予算案の審議を行いました。
　令和３年度予算案については、２月２５日の本会議で市長から説明があり、３月
３日・４日の本会議で各会派が代表質問を行いました。その後、予算案などが付託
された６つの常任委員会でさまざまな観点から詳細に審査を行いました。

跡地に建設する新施設については、令和
２年度中に基本設計を完了させ、令和３年

度から実施設計に取り組み、令和７年度中に開設
する予定です。新施設には、病院と介護老人保健
施設が一体となった「病院老健棟」と、認知症な
どの老年医学の「研究棟」を整備します。なお、現
在の住之江診療所については、「小児・周産期外
来棟」として有効活用する予定です。
　また、平成３０年３月に市会で附帯決議を付さ
れた住之江診療所と住吉母子医療センターとの
アクセスの改善については、大阪府と情報共有
を行いながら、精力的に協議を進めていきます。

財政状況

Q 大阪市の財政状況について

A 令和３年度当初予算では、新型コロナウ
イルス感染症対策として、ワクチン接種

事業やＰＣＲ検査体制の充実など感染拡大防止
の取り組みに３６５億円、生活保護相談窓口や生
活困窮者自立支援事業の体制強化など生活に
困っている方への支援として６億円、飲食店等へ
の上下水道料金の特例減免措置など社会経済
活動の回復に向けた取り組みとして８６億円など
を計上しており、行政施策経費の大幅な増加要
因となっています。
　国からの財源措置については、これまで実施
してきた新型コロナウイルス感染症対策におけ
る大阪市負担分の１,１３０億円に対し、地方創生
臨時交付金が３６２億円となる見込みです。
　不足する７６８億円については、財政調整基金
の取り崩しなどで対応していますが、他の地方
公共団体とも連携して、国に対して財源の確保
を求めていきます。

こども相談センター

Q 職員体制の強化について

A 令和３年度に北部こども相談センターを開
設します。こども相談センターが３か所とな

り、職員数は令和２年度と比較して５０名程度増員
となります。令和３年度の職員規模は３６０名程度、
令和４年度以降は一時保護ガイドラインに基づく
適切な支援を確保するための一時保護所職員の
増員も含め、毎年４０名強の増員を行うことを検討
しています。
　児童相談所の職員は高い専門性が求められる
ため、資格を有するだけではなく、現場経験を積ま
せながら丁寧に育成する必要があり、令和９年度
までに、こども相談センターの４か所体制に必要な
職員体制を整えていきます。

学校給食費無償化

Q 本格実施に向けた検討状況について

A 新型コロナウイルスの影響を考慮し、全員
全額無償を令和３年度も継続します。

　令和４年度以降の給食費無償化の実施について
は、所得に応じて無償化する案、世帯の子どもの数
に応じて無償化する案、一律に減額する案、特定の
学年を無償化する案、それらを組み合わせた案な
どを検討してきました。
　制度内容によっては、保護者からの申請が必要
となることも考えられるため、周知期間や準備期間
なども考慮し、令和３年度の上半期を目途に制度
の方針を定め、本格実施につなげていきます。

新型コロナウイルス感染症対策

Q ワクチン接種について

A 集団接種会場におけるワクチン接種などの
流れや人員の配置は検討中ですが、医師や

看護師の確保については、大阪府医師会と大阪府
看護協会から協力の同意を得ています。
　ワクチンは４月中旬に供給されますが、重症化し
やすい高齢者のクラスター防止の観点から、施設
入所者から接種を開始することにしました。
　効果とリスクを理解し
て、自らの意思で接種を
受けていただきます。ま
た、本人の意思確認が難
しい場合は、家族や嘱託
医などの協力を得なが
ら確認し、同意が確認で
きた場合には接種を行
います。

住吉市民病院跡地

Q 跡地の活用について

A

財政総務委員会 教育こども委員会

民生保健委員会

　３月２５日の本会議では、市長から令和３年度補正予算案などが追加提出
され、同日に令和３年度予算案とあわせて常任委員会が審査を行いました。
　３月２６日の本会議において、令和３年度予算案および予算関連議案をすべ
て原案どおり可決しました。また、新型コロナウイルス感染症緊急対策を含
む令和２年度補正予算案などについても可決しました。
　このほか、この定例会では、大阪市会の会議規則について、議会資料のペー
パーレス化の規定の追加や、議員の産休期間を定めるとともに、育児や看護
などを会議の欠席理由として加える改正を行いました。

その他の質問項目
○職員の働き方改革について
○公共施設を適切に維持管理するためのマネジメント
について

○国際金融都市実現のための取り組みについて　　
　など

その他の質問項目
○新・大阪市総合教育センターの設置について
○学校教育ＩＣＴ活用事業について
○ヤングケアラーの実態把握について　　など

その他の質問項目
○自殺防止対策について
○長居障がい者スポーツセンターの老朽化に伴う今後
の方針について

○総合就職サポート事業について　　など

予算総額
3兆5,398億円令和3年度 予算案可決




